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令和 2年2月市議会教育厚生委員会資料
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福祉部当初予算比較表(人事課所管の給与費を除く)

款項目

3 民生費

1 社会福祉費

令和2年度
当初予算額

社会福祉総務費

2

23,903,134

障害者福祉費

3

令和元年度
当初予算額

23,9船,134

高齢者福祉費

5 老人ホーム費

174,288

22,736,569

6

14,57フ,355

民生委員費

22,736,569

9

増減額

介護保険事業費

1,939,5船

168,417

(単位:千円)

1,166,565

計

13,864,597

54,495

増減率

1,166,565

125,472

1,851,546

フ,032,021

5.13%

5,871

23,903,134

52,258

712,758

5.13%

133,291

3.49%

87,957

6,666,4舶

22,736,569

5.14%

2,237

'フ,幻9

4.75%

365,561

4.28%

▲ 5.87%

1,166,565

5.4既

5.13%合
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予算説明

1 概要

高齢、障害、子育て、生活困窮など福祉分野に関連する複合的な課題にワンストップで

対応し、'包括的な支援を実施する相談窓口を設置する。また、地域における各相談支援機

関等との連携体制の構築、不足する社会資源についての検討及ぴ新たな資源の創出に向け

て取り組むとともに、地域の福祉課題について必要に応じ相談支援機関等と情報共有する

ことで、地域を包括的に支える体制づくりに取り組む。

なお、本事業は国のモデル事業として実施し、事業運営については地域包括支援センタ

ーを運営する法人(2箇所)へ委託する。

3

民生費

項

社会
福祉費

社会福祉
総務費

目

2 事業内容

①事業内容

市内2箇所に「多機関型地域包括支援センター」を設置し、それぞれに配置する相談

支・援包括化推進員(社会福祉士 3名X2箇所)により、以下の(ア)から仂)までの業

務を行う。

(ア)相談者等に対する支援の実施

(イ)地域における各相談支援機関等との連携体制の構築

(ウ)相談支援包括化推進会議の開催

(エ)新たな社会資源の創出に向けた取り組み

(オ)地域住民の相談を受け止める機能の構築と地域における福祉課題の把握

仂)地域における福祉課題の解決に向けた検討

番号

3-2

事業名

多機関型包括的支援体
制構築モデル事業費

②事業期間

令和2年度(平成28年10月からの事業実施分を継続)

予算額

千円

30,634

③設置場所(市内2箇所)

①北多機関型地域包括支援センター(琴海地域包括支援センター内)

②南多機関型地域包括支援センター(大浦地域包括支援センター内)

④事業費内訳

委託料,3

旅費

3 財源内訳

0,522千円

11 2千円

事業費

30,

※国庫補助率:事業費(30,634千円)の3/4 (生活困窮者就労準備支援

事業費等補助金)

千円

634

国庫支出金

22,

千円

974

県支出金

財源内訳

千円

その他

2

千円

一般財源

フ,

千円

660

書

欠



【参考】

1 個別相談実績

区分

平成29年度

前年度からの

継続支擾者数①

平成30年度

南多

機関

令和元年度
(12月末現在)

2

北多

機関

相談支擾包括化推進会議の開催実績

41

90

卯

計

新規支援者數②

区分

143

南多

機関

能

平成29年度

81

129

平成30年度

北多

樵関

178

293

令和元年度
(12月末現在)

主催

(回)

272

305

207

計

187

個別会縦
支援対象世帯の関係機関が集まり、
世帯情報の共有

・課題の確認・整理
支援方針の検討・決定

351

南多

機関

500

51

支擾者総数

(①+②)

参加

(回)

169

3 令和2年度の主な取組

①相談者等に対する支援

131

北多

機関

656

【単位:人】

334

356

部

395

247

102

計

330

合計(回)

439

高齢、障害(疑い含む)、生活困窮、病気など、異なる分野の複雑かつ多様な課題に対応

するため、福祉分野のみならず税関係や法律関係等の機関や行政の会議等との連携による、

入口支援の強化

家族機能不全に対応するため、障害、就労、若者支援等の多様な専門機関との連携による、

家族それぞれの年代や状態に応じた出口支援の強化

119

月

平均

581

298

73

834

48.4

153

②分野を超えた包括的支擾体制づくり

628

(月平均)

69 5

全体会臓
多世代にわたる関係機関や地域の方が集まり、
・地域課題や関係機関が抱える課題の抽出・整理

不足する資源創出に向けた検討
包括的な支援体制づくり など

250

など

(12.8)

69 8

158

相談支援包括化推進会議の開催を通じた、地域や各専門機関が抱える課題の把握、地域づ

くりのための既存の地域資源の活用、社会資源創出の検討及ぴネットワークの構築

分野の狭間により生じる社会的孤立の防止に向けた取組み(私立高校での居場所づくり等)

参加者数

(人)

(20.8)

(17.6)

(3)普及啓発

2,717

3,730

多機関型地域包括支援センター主催の研修会の開催

各機関や市民に対し、リーフレット、パンフレット等を活用した事業の普及啓発

2,065

3

で胤



長崎市社会福祉協議会に対する助成等一覧表(令和2年度当初予算)

1 補助金

特会
41

区

管理運営費

分

内

令和2年度
当初予算①
(千円)

事務局朧員人件費

131,341

令和元年度
当初予算②
(千円)

訳 地域福祉活動推進事業

社会榧祉会館維持管理費

総合相被支援事業

会長報酬等

事務費

128,920

114,005

増滅
一②
(千円)

2 その他委託料

2,421

109,243

社会
福壮
紛務費

区

804

2,811

750

2.鵠9

10,072

生活困窮者自立支擢費(3,1,1)

障害者
福祉費

①本所 21(2の名
.プロバー 17(15)名 101,47フ( 91,02刀千円

1( 1)名 4,643( 4,622)千円・再雇用
,市OB嘱託 1( 1)名 4,453( 4,433)千円

2( 3)名 1.409( 6.M6)千円・嘱託

②地域福祉計画策定に伴う時間外
2,023 ( 2.815)干円

計 114,005 (109,243)千円

※()内の数字は前年度

地区社協助成金@12,000×67地区

倉庫解体費等の滅

4,762

配食サーピス費(3.1.2)

高齢者
福祉費

分

804

3,248

742

2,756

12,127

老人福祉センター・老人憩の家
運営費(3.1.3)

備考

児室
福祉
総莪費

令和2年度
当初予算①
(千円)

ファミリー・サボート・セン
ター運営費(3.2.1)

▲ 437

8

143

2,0闘

,

特会
45

特例介護予防通所介護相当サー
ビス亭業費(4.1.1)

令和元年度

当初予算②
(千円)

46,012

短期集中型通所サービス事業費
(4.1.1)

一

^三U三■三■三^^■闇■三^■^一Ξ.Ξ.■闇三三.闇^■■.三凹三罰■^Ⅱ■闇^Ξ.■阿三^Ξ.三酬■^罰三開三^^罰三^■.Ξ"■^^三三^Ξ^三■阿三圏三^三■.■■■."三三."三■三^三■

予算
脱明書
記軸頁

157

41,154

派遣職員に係る派遺料の滅

増
'

①一②
(千円)

総合支援配食サービス亭業費
(4.1,1)

10,909

生涯元気事業費(4.1.2)

386

4,812

4.858

18,247

要介護者配食サービス事業賓
(4.2.2)

▲ 229

市内全域

3,的3

3

'フ,338

1,728

香焼地区、琴海地区、三和地区

総計(1 + 2)

153

2,003

2,403

備考

1,1 19

【南総合事務所地域福祉課】香焼地区

1,920

計

'2,003

区

1,851

市内全域

金

2,671

分

2,朋4

'192

4,?40

70,556

【南総合事務所地域福祉課】深堀・香焼地区、伊王島地
区、三和地区

【北総合事務所地域福祉課1琴海地区

額

'268

3,915

予算
説明書
記駐頁

令和2年度
当初予算①
(千円)

'2,389

【南総合事務所地域福祉課】昏焼地区、三和地区
aヒ総合峯務所地域福祉課】琴海地区

78.229

▲1,231

201,897

153

令和元年度
当初予算②
(千円)

【南総合事務所地域福祉課】深堀・昏燐地区

▲ 7,673

159

【南総合事務所地域福祉課】香焼地区、三和地区
【北総合事務所地域福祉課】琴海地区

207,149

増減
①・②・③
(千円)

161

' 5,252

169

特会
41

特会
41

▲2.5側

特会
41

4

長
崎
市
社
会
福
祉
協
議
会
補
助
金

社
会
福
祉
鯰
務
費

率
②
滅
÷
%

増
③
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介
護
保
険
事
業
特
別
会
計
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予算説明書

款

1 概要

定年退職後等の高年齢者に対して地域に密着した仕事を提供し、生きがいの充実や社会参加の促

進、人手不足分野等における高年齢者の就労を促進するため、高年齢者等の雇用の安定等に関する

法律に基づき、長崎市シルバー人材センターに対して補助金を交付するもの。

3

民生費

項

社会

福祉費

2 長崎市シルバー人材センターの現況

(1)会員数及び契約額の減少

ア会員数は平成 18年度をピークに減少傾向(H18:1,558 人⇔H30:854人)

イ特に定年延長・再雇用制度の定着によって、近年は60歳代の減少が顕著

ウ会員不足により、仕事の依頼があっても受注の機会損失が生じ、契約額も平成21年度をピークに

減少傾向(H21:514,094 千円井H30:328,0釘千円)

目

社会福祉

総務費

番号

フ-2

事

長崎市シルバー人材センター

補助金

業

【会員数(年度末時点)の推移】

名

男性

女性

H18

合計

1,016

(2)経営改善に向けたこれまでの取組み

ア平成24年度外郭団体等経営検討委員会、平成26年度包括外部監査における指摘事項

・将来的には補助金に頼らず運営できるように、事業費及び管理費の削減に努めること

・会員数及び契約金額の増加に努めること

H19

予算額

542

1,558

961

H20

543

1,504

997

千円

H21

531

2,313

1,528

985

イ経営改善に向けた取組み及び成果

・事務の見直しによる歳出削減

・人件費の縮減など

H22

524

1,509

975

H23

507

1,482

938

H24

ウ課題

近年は、少子高齢化による労働力不足も深刻化(特にサービス業等の人手不足分野、介護・保

育等の現役世代を支える分野)しており、生きがいの充実や社会参加の促進だけではなく、労働

力確保といった観点からもシルバ」人材センターの果たす役割や地域社会の期待は大きくなって

いるが、会員数や契約金額の減少が続いており、会員拡大と就業機会の確保・拡大が最重要課

題となっている。

480

1,418

867

H25

418

1,285

823

H26

387

1,210

812

H27

381

〕0

1,193

743

H28

376

1,119

678

H29

(単位:人)

333

・経営状況の改善

・平成29年度以降は国及び市からの補助金を

受けず自立した運営を継続

1,01 1

631

H30

305

936

568

286

854

5



3 事業内容

(1)令和2年度の取組み

長崎市シルバー人材センターは、会員の減少に歯止めをかけ、センター及ぴ会員が活力ある活動

ができるように、国の補助制度※を活用し、最重要課題である会員拡大や就業機会の確保・拡大に

向けた取組みを強化することとしている。

長崎市としても、これまで同様に自立した運営体制を目指して健全経営に取り組むことを求めつつ、

引き続き公共事業の優先発注を行うとともに、会員拡大や就業機会の確保・拡大に向けた取組みに

対して、補助金による財政的支援を行う。

※シルバー人材センターに対する国庫補助制度

補助金名称高年齢者就業機会確保事業費補助金

補助内容地方公共団体が応分の補助を行うことを前提に、補助対象経費のν2の額

かつ予算の範囲内において補助金を交付するもの。

(2)補助対象経費及び補助額

ア会員の加入促進

・新聞折込み、情報誌、OMなどによる情報発信

・就業内容紹介用DVD作成などによる入会説明会の充実

イ就業機会の確保・新たな就業先の開拓

・予約ハガキによる計画的な就業機会の確保

・就業相談員の配置によるミスマッチの解消

・企業訪問等による就業先の開拓

補助対象経費の内容

ウ会員の技能向上・活動支援

・技能講習会・研修会の充実、職群班会議の開催支援

事業費

4 財源内訳

3,946 千円

事

期待される効果

業 費

千円

2,313

2,665 千円

会員拡大

総事業費

財源内訳

国庫支出金

国補助額

就業機会の

確保・拡大

328 千円

市補助額

千円

自己財源

6,船9 千円

県支出金

会員のスキルアップ

会員活動の活性化

財

2,313 千円

2,313 千円

千円

源

2,313 千円

地方債

内

千円

訳

その他

千円

一般財源

千円

2,313
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1 概要

現長崎市障害福祉計画の計画期問が令和 2年度までとなっていることから、障害者総合支援法及び
r

児童福祉法に基づき、令和3年度から令和5年度までの3年間を計画期間とする、各年度における障害

福祉サービス等の必要量の見込み、確保のための方策等に関する実施計画を策定する。

予算説明書

款

3

民生費 社会福祉費

項

2 事業内容

長崎市における障害者の実情、ニーズ、また、様々な障害福祉サービスを提供している事業所の実態

や障害者施策に関する意見等を的確に把握するため、障害者及び事業者に対するアンケート調査を実

施し、広く市民の意見を求めた結果を分析・反映することにより実行性のある計画を策定する。

なお、計画の策定にあたっては、障害者基本法に定める合議制の機関である「障害者施策推進協議

会」1こおいて審議を行う。

0計画策定スケジュール(予定)

千円

2,899

目

2

障害者
福祉費

番号
事

1-1

業

障害福祉計画

策定費

令和2年

名 予

5~ 8月

算

4月

6~ 8月

令和3年

額

千円

2,899

8~12月

関連資料、データの収集・分析

3 主な事業費内訳

①委託料 2,374 千円

アンケート調査(調査票作成、集計、分析)、点字版CD版計画書作成

(2)印刷製本費 303千円

計画冊子(250部)

③郵送料 208 千円

アンケート調査票回収に係る郵送料(1,900通)

アンケートの実施・分析

目標、課題の協議

基本方針・施策の検討

計画素案の作成(障害者施策推進協議会の開催)

パブリック・コメントの実施

2月 計画策定(決定)

4 財源内訳

事 業 費

千円

2,899

国庫支出金

千円

財

県支出金

源

千円

内

その他

訳

千円

一般財源



ページ

、

154~155

予算説明書

炊

1 概要

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、障害者・児が安心し

て地域生活を送れるよう、個々の障害程度や勘案すべき事項を踏まえ、個別に支給決定を行う「障

害福祉サービス」のうち、日常生活において必要な居宅介護や施設での日中活動支援などの給付

を行うもの。

(単位:千円)2 給付費内訳

3

民生費

項

社会福祉費

目

2

障害者
福祉費

サービス種別

番号

施設入所支援

事

2-1

業

療養介護

ゴ 1

施設に入所する障害者に、夜問において、
入浴、食事などの介護等を行う

名

介護給付費

サービス内容

生活介護

医療と常時介護を要する障害者に、医療機
関で機能訓練、療養上の管理及び介護等の
日常生活上の世話を行う

予算額

重度訪問介護

千円

5,268,085

常時介護を要する障害者に、日中におい
て、施設での入浴、食事などの介護等や創
作的活動、生産活動の機会を提供する

84,672

重度障害者等

包括支援

゛

常時介護を要する重度の肢体不自由者、知
的・精神障害者に、居宅において入浴、食事
などの介護等や外出時における移動支援を
総合的に行う

令和元年度

当初予算①

29,099

常時介護を要する重度障害者のうち、意思
疎通を園る二とが著しく困難な者に、重度訪
問介護、生活介護などの複数のサービスを
包括的に提供する

居宅介護

891,.162

令和2年度,
气1

当初予算②
1 Ξ

5,268,085

行動援護

居宅において、入浴、食事などの介護等、
並びに生活等に関する相談やその他の生
活全般にわたる援助を行う

583,360

9,047

93,507

883,048

2,667,031

,増減

(②L①)

短期入所

知的・精神障害によリ行動上著しい困難を
伴い、常時介護を要する者に対し、外出時
における移動中の介護等を行う

606,905

同行援護

'8.114

居宅で障害者の介護を行う者が疾病等によ
り介護できない場合に、施設等に短期間入
所させ、入浴、食事などの介護等を行う

219,340

2,754,523

23,545

視覚障害により、移動に薯しい困難を有す
る者に、外出時において同行し、移動に必
要な情報提供や介護等を行う

182,114

307

87,492

574,127

▲37,226

307

44,594

564,198

119,032

0

44,187

'9,929

75,625

148,131

5,174,578

8

'407

合



3 サ」ビスごとの延利用数

、・1、サLビ久種別1

施設入所支援

イ

,'゛
i l .

療養介護

よ

生活介護

単位

重度訪問介護

1令和元年度11"'・,
当初予算①

司

重度障害者等包括支援

日

居宅介護

日

243、,097

、'"、

、11>令和之年度
当初予算②

日

行動援護

時間

短期入所

54,653

時問

276,117

同行援護

4 財源内訳

時間

222,447

'翫ノ

66,576

"兇ミd 5
)

Ξ{

時問

増減(②一.①χ

54,874

里 1

129,668

360

274,830

日

^11、>、 1

:,'、'
§.,

1゛'

事業費

時間

▲20,650

57,248

.J

6,267

ノ

千円

5,268,085

13,111

※1 国庫負担率:事業費のν2(障害者自立支援給付費国庫負担金)

※2 県費負担率:事業費のν4(長崎県障害者自立支援給付費県費負担金)

129,712

360

221

'1,287

27,742

国庫支出金

※1

▲9,328

5,366

千円

2,634,042

17,219

財

30,707

0

県支出金

※2

44

源

▲901

千円

1,317,021

4,108

内

2,965

訳

その他

千円

一般財源

千円

1,317, 022

9

、
、
、



ページ

154~155

予算説明

款

1 概要

障害者の日常生活及ぴ社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、障害者・児が安心し

て地域生活を送れるよう、個々の障害程度や勘案すべき事項を踏まえ、個別に支給決定を行う「障

害福祉サービス」のうち、自立生活に必要な就労支援や共同生活援助(グループホーム)などの給

付を行うもの。

(単位:千円)2 給付費内訳

3

民生費

項

社会福祉費

目

2

障害者
福祉費

サフビス種別

番号
事

就労定着支援

2-2

業

' 5

一般就労へ移行したことに伴う環境変化に
より生活面の課題が生じている障害者に、

相談を通じて生活面の課題を把握するとと
もに、企業や関係機関等との連絡調整やそ
れに伴う課題解決に向けて必要となる支援
を行う

訓練等給付費

名

就労移行支援

サヤビス内容

予算額

一般企業等への就労を希望し、通常の事業
所への雇用が可能と見込まれる65歳未満
の障害者に、生産活動、職場体験等の機会
の提供や、就労に必要な訓練を行う

干円

3,646,026

就労継続支援

(A型・B 型)

」

一般企業等に就労することが困難な障害者
に、雇用契約等に基づき、就労や生産活動
等の機会を提供する二とにより、就労に必要
な知識及ぴ能力の向上を図るための訓練等
を行う
・A型:雇用型(最低賃金が適用される)
・B型■F雇用型(最低賃金が適用されない)

令和元年度,

当初予算①'

自立訓練

▲529

令和2年度

当初予算②

3,910

自立した日常生活や社会生活ができるよ
う、一定期閻、身体機能や生活能力の維
持、向上等のために必要な訓練を行う

共同生活援助

137,106

155,149

増減

(②一①)

主として夜間に、共同生活住居で相談、入
浴、食事などの介護やその他日常生活上
の援助を行う

5,329

自立生活援助

(A 型)

398,449

施設やグループホーム等から一人暮らしへ
の移行を希望する障害者の地域生活を支
援するため、一定の期問にわたり、定期的
に居宅を訪問し、生活面や健康面などにつ
いて確認を行い、必要な助言や医療機関
等との連絡調整を行う

旧型)

1,784,705

78,978

1,419

'76,171

497,180

115,068

1,818,565

1,050,684

98,731

127,476

33,860

1,118,072

12,408

955

3,508,920

.、

10

67,388

426

3,646,026

書

合



、

3 サービスごとの延利用数

Ⅱ

、!

就労定着支援

'0,

就労移行支援

11

就労継続支援

(A 型・B 型)

工

日

自立訓練

日

共同生活援助

"1'1.、令和之奪度
二当初予算②

ヘゞ゛→"

120

自立生活援助

(A型)

日

21,31 1

4 財源内訳

1'"

侶型)

70,658

日

(

IJコ 1」
、ゞキ→

増減(②←①)'

234

265,347

日

11,132

' J'

事業費

人

'人L 、

18,019

204,107

58,983

千円

3,646,026

ξ

※1 国庫負担率:事業費のν2(障害者自立支援給付費国庫負担金)

※2 県費負担率:事業費のν4(長崎県障害者自立支援給付費県費負担金)

▲10,179

114

275,072

国庫支出金

※1

20,837

60

冒

▲11,675

197,460

千円

1,823,'013

財

9,725

県支出金

※2

84

源

2,818

'6,647

千円

911,506

内

24

訳

その他

千円

一般財源

千円

911,507

5 ●L!.十」 ql 、

度
①

・
一
元
一
,

予

,
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十
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154~155

予算説明審

款

3

民生費

1 概要

障害者の日常生活及ぴ社会生活を総合的に支援するための法律に基づき、障害福祉サーピズの

利用計画における相談及び作成や施設等から地域生活への移行に向けた支援等の給付を行うも

の。

項

社会福祉費

目

2 給付費内訳

2

障害者
福祉費

番号

ザフビス種別

事

2-3

業

計画相談支援

相談支援等給付費

名

障害福祉サービス等利用計画についての相
談及び作成などを行い、障害者・児の自立

生活のための課題解決や適切なサービス
利用に向けて、ケアマネジメンNこより支援

を行う

サービス内容

予算額

゛

地域相談支援

千円

199,769

゛

入所施設や精神科病院等から退所・退院す
る者に対し、地域移行に向けての相談や支

援及ぴイ移行後における緊急事態への対応

等を行う

3 サービスごとの延利用数

令和元年度

当初予算①

令和2年度

当初予算②

183,017

サービス種別

計

95

(単位:千円)

計画相談支援

地域相談支援

増減

(②一①)

195,967

2,636

単位

185i 653

令和元年度

当初予算①

12,950

人

3,802

人

199,769

11,709

令和2年度

当初予算②

1,166

115

14,116

13,584

増減(②一①)

210

12

1,875

合



4 財源内訳

事業費

千円

199,769

※1

※2

国庫負担率:事業費のν2(障害者自立支援給付費国庫負担金)

県費負担率:事業費のν4(長崎県障害者自立支援給付費県費負担金)

国庫支出金

※1

千円

99,884

財

県支出金

※2

源

干円

49,942

内 訳

その他

千円

一般財源

千円

49,943

13



ページ

154~155

予'算説明書

款

1概・要

児童福祉法に基づき、療育や訓練等が必要な障害児に対する、日常生活の基本的動作の指導、

知識や技能の提供、集団生活への適応訓練などの通所サービスを提供するもの。

3

民生費

項

社会福祉費

2 給付費内訳

目

2

障害者
福祉費

サ」ビス種別

番号

居宅訪問型

児童発達支援

事

3-1

業

障害児通所給付費

障害児通所支援を受けるために外出するこ
とが著しく困難な重度の障害児において、
居宅を訪問し、日常生活における基本的な
動作の指導、知的技能の付与等の支援を
行う

名

サービス内容

児童発達支援

予算額

千円

2,100,406

障害のある未就学児に、日常生活における
基本的な動作の指導、知識技能の付与、集
団生活への適応訓練などの支援を行う

放課後等

デイサービス

'

,令和元年度

当初予算①

就学中の障害児に、放課後や夏休み等の
長期休暇中において、生活能力の向上の
ための訓練等を継続的に提供すること1こよ
り、障害児の自立を促進するとともに、放課
後等の居場所づくりを推進する

保育所等

訪問支援

令和2年度
、、'、

当初予算②

1,811

(単位:千円)

保育土等が保育所等を訪問し、障害児に対
して、障害児以外の児童との集団生活への
適応のための専門的な支援を行う

高額障害児

通所給付

増減

(②一①)

288,640

608

同じ世帯の中で複数の児童が障害児通所
サービスを利用する場合や、障害者総合支
援法に基づくサービスを併用する場合な
ど、世帯の負担上限額を超える場合、その
超えた額を支給する

▲1,203

311,308

1,518,340 1,フ79,916

22,668

計

4,987

261,576

フ,199

1,605

1,815,383

2,212

14

1,375

2,100,406

▲230

285,023合



.ノ

3 サービスごとの延利用数
、

サービス種別

居宅訪問型児童発達支援

、1-、

児童発達支援

放課後等デイサービス

保育所等訪問支援

単位

高額障害児通所給付

命和元年度1
当初予算①、1、f

Yイ

4 財源内訳

日

日

J

日

.j令和2年度
当勧〒算②

日

180

24,739

事業費

164,167

人

千円

2,100,406

※1

※2

305

増減(②一①)

26,561

60

国庫負担率:事業費のν2(障害児入所給付費等国庫負担金)

県費負担率:事業費のν4(長崎県障害児通所給付費等県費負担金)

国庫支出金

※1

135

158,988

千円

1,050,203

▲120

396

財

1,822

県支出金

※2

186

▲5,179

源

千円

525,101

内

91

51

訳

その他

干円

一般財源

千円

525,102

15

1
L
 
.
、



ページ

156~157

予算説明害

款

3

民生費

概'要

障害者の店「はあと屋」の運営を通じ、福祉的就労を行う障害者の社会参加の促進と、授産製

品の売り上げ向上、授産工賃アップを図る。

国及び地方公共団体等に対し、障害者就労施設等からの物品等の優先調・達や受注機会の増

大を図るための措置などを求めた「障害者優先調達推進法」に基づく優先調達方針の作成、公表

など、長崎市の取り組みとも連携し、事業を推進する。

項

社会福祉費

目

2

障害者

福祉費

2 事業内容

(1)委託先

チャレンジド・ションプはあと屋運営協議会

(2)店舗の場所

万屋町べルナード観光通り(約60市)

(3)参加施設等

市内38事業所(令和2年1月現在)

(4)実施内容

ア授産製品の販売

イ製品別売上データの収集・分析

ウ授産施設等への売上データ・分析結果の情報提供

エインターネットによる消費者への商品情報提供

オ官公需拡大のための共同受注窓口

(5)事業費内訳

ア委託料 9,507 千円

授産製品販売促進事業委託

イ使用料及び賃借料 3,564千円

店舗借上料

番号

事

6-1

業

授産製品販売促進費

名 予算額

千円

13,071

千円

13,071

3 財源内訳

事 業 費

千円

13,071

国庫支出金

千円

県支出金

財 源

千円

地方債

内 訳

千円

16

その他

千円

一般財源



【参考1】売上等の実績及び見込み

はあと屋売上額

月額平均工賃

27年度

【参考2】就労系事業所等における活動内容別事業所数(令和2年1月現在)

30β00,397

28年度

18,100

39,349,040

区分

物品製造

及ぴ販売

29年度

18,047

食料品

事業所数

32,750,701

布製品

生活用品

30年度

農業用品

18,056

割合(%)

役務の

提供

32

小11七

36β52β30

印刷

(単位:円)

令和元年度

見込

11

31.1

15

20,フ71

役務

パン、お菓子、農産物、食堂等における軽食

や食事の販売

※チャレンジド・ショップはあと屋運営協議会に加盟していない事業所も含む。

※一つの事業所が複数の区分で活動している場合は重複して計算している。

10,フ

3

34,500,000

小計

劇,

14.6

軍手、ウエス、エプロン、小物入れ等

主な作業内容

9

2.9

石鹸、木工品、革製品、工芸品等

59,3

33

花苗、花等

8.フ

42
、

名刺、封筒、チラシ等

32.0

103

清掃、除草、データ入力、ホームページ等作

成、軽作業(箱折り等)

40.フ

100.0

17

合計



ページ

158~ 159

款

3

民生費

予

1 概要

障害福祉センター(所在地:長崎市茂里町2番41号もりまちハートセンター内)は、平成4年4月の開

設から28年が経過し、各種施設・設備に劣化がみられるため、利用者が安心して施設を利用できるよう、

計画的に整備を行う。

算説明

項

社会福祉費

2 事業内容

工事等名

吸収冷温水機
リニューアルエ事

36,500 千円

障害者
福祉費

番号

13-1

事業名

【単独】障害者福祉施設整

備事業費

障害福祉センター

内容

館内の空調を行うための装置で2 台

のうちの 10。

設置から28年以上経過しており、定

期的にオーバーホールを実施し、長寿

命化のためのメンテナンスを実施してき
たが、平成31年2月には、水室内部の

凝縮器チューブ(銅管)が気密不良を起

こし、通常運転ができない状態に陥るな

ど、経年劣化が著しいため、新しい設備

に更新する。

館内の緊急呼出装置の集中管理を
行う設備。

設置から 28年以上経過しており、

度々呼出ボタンの故障がある。その都

度修繕対応しているが、既に純正部品
のメーカーストックがない状況で、代用

品を加工して対応している状況である
ため、新しい設備に更新する。

緊急呼出表示設備

入替工事

予算額

8,100 千円

3 財源内訳

事業費

千円

44,600

備

千円

44,600

考

※合併特例債充当率95%(交付税措置率 70%)

国庫支出金

千円

賦

財

県支出金

千円

源

地方

内

※

千円

42,300

訳

その他

千円

一般財源

千円

2,300

目
2



ぺ【ジ

158~159

予算説明書

款

3

民生費

1 概要

老人福祉法に基づく「市町村老人福祉計画」及び介護保険法に基づく「市町村介護保険事業計

画」を、「長崎市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画」として一体的に策定する。計画期間は

令和3年度から令和5年度までの3年問とする。

項

社会

福祉費

目

3

高齢者

福祉費

【根拠】

老人福祉法第20条の8

番号

介護保険法第117条

1-1
高齢者保健福祉計画・介護

保険事業計画策定費

事業名 予算額

高齢者保健福祉,計画

地域包括ケアシステムの構築・推進

介護保険対叡外サーピス・事業の整備

高齢者保健福祉サービスの全体調整等

千円

1,397

2 事業内容

高齢者が可能な限り、、住み慣れた地域でその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことが

できるよう、医療、介護、介護予防、住まい及ぴ生活支援が包括的に確保される「地域包括ケア

システム」の構築を推進するとともに、制度の持続可能性を維持するために地域の課題を分析し

てサービス提供体制等を構築することや、高齢者になるべく要介護状態とならずに自立した生活

を送っていただくための取組みをすすめることが重要となっている状況を踏まえ、「長崎市高齢

者保健福祉計画・介護保険事業計画」を策定する。

なお、計画の策定にあたっては、高齢者の福祉に関する事項を調査審議する「長崎市社会福祉

審議会高齡者福祉専門分科会」において審議を行う。

介護保険事業計画(第8期)

介護保険対象サーピスの量の見込み

介護保険対象サービスの確保のための方策

介護保険事業の円滑な実施のための体制づくり等

19



0計画策定スケジュール(予.定)

令和2年 2~ 3月

4~ 7月

フ~ 9月

アンケートの実施(要介護者 1,000、要介護者以外8,00の

7月

アンケート結果の分析

令和3年

国から介護保険事業計画基本指針案の提示

8~ 9月

8月

サービス見込量推計値算出

11月~12月

3

11月

事業者団体への七アリング

事業費内訳

計画書の印刷製本費

基盤整備方針作成

国から介護保険事業計画基本指針告示、計画素案の作成

4

1~2月

パブリック・コメントの実施

11月議会教育厚生委員会にて所管事項調査報告

財源内訳

事

2月

保険料の算定・計画策定(決定)

業

2月議会介護保険条例改正議案で計画概要説明

費

1,397 千円信十画書400冊、計画概要版400冊)

千円

1,397

老人福祉法'(抜粋)

(市町村老人福祉計画)

第20条の8 市町村は、老人居宅生活支援事業及ぴ老人福祉施設による事業(以下「老人福祉事業」とい

う。)の供給体制の確保に関する計画(以下「市町村老人福祉計画」という。)を定めるものとする。

2~6 (略)

7 市町村老人福祉計画は、介護保険法第117条第1項に規定する市町村介護保険事業計画と一体のも

のとして作成されなけれぱならない。

8~10 (略)

介護保険法(抜粋)

(市町村介護保険事業計画)

第117条市町村は、基本指針に即して、3年を一期とする当該市町村が行う介護保険事業に係る保険給

付の円滑な実施に関する計画(以下「市町村介護保険事業計画」という。)を定めるものとする。

2~5 (略)

6'市町村介護保険事業計画は、老人福祉法第20条の8第1項に規定する市町村老人福祉計画と一体の

ものとして作成されなけれぱならない。

フ~11 (略)

国庫支出金

¥

、千円

県支出金

財 源

千円

地方債

内 訳

千円

その他

千円

一般財源

20

千円

1,397



.i

ページ

160~161

予算説・明害

款

3

民生費

1 概要

高齢者が交通機関を利用することにより、社会参加の機会を増やし、もって高齢者の生きがいを高め

るとともに介護予防に繋げることを目的として、年度中に満 70 歳以上の誕生日を迎える者に対し、5,000

円程度の交通利用券(バス・電車共通利用券、タクシー券、船舶券のいずれかひとつ)を交付している。

項

社会

福祉費

2 拡大する内容

高齢者のバス・電車内での運賃支払時の安全性や利便性向上のため、市内交通事業者が導入する

新しいIC力ードを活用した交通費助成を令和3年度から実施することとし、令和2年度はこれに向けた交

通費助成システムの導入や、新たな助成方法に係る地域説明会、1C力ードの登録申請受付等を行う二と

としたい。

目

3

高齢者

福祉費

饗号

3-2

事

高齢者交通費助成費

業

バス・電車共通利用券

現行

名

タクシー利用券

予算額

船舶利用券

3 事業費

(1)事業費合計 470,012 干円(うち、拡大分62,969 千円)

(2)事業費内訳

ア人件費 1,092千円

令和3年4月以降一

10力ー,ド(エヌタスT力ード
ナ)御、サキ = モカ

又はn台gasaki nlmooa)

千円

470,012

タクシー利用券

船舶利用券

IC力ード導入に係る事務の補助(676千円)【拡大】

交通利用券引換用ハガキの交付、引換等事務の補助(416千円)

イ旅費 201 千円

IC力ード導入周知及ぴ助成用IC力ード登録申請の案内郵送料(フ,728千円)【拡大】

交通利用券引換用ハガキ郵送料(5,976千円)、船車券(7千円)

21

対象者が所有するIC力ード(1枚限定)を市に登録し、交
通

IC力ード導入に係る協議(福岡)に係る旅費(118千円)【拡大】

その他旅費(83千円)

ウ需用費 4,658千円

内限度^
ポイントは電子マネー繁に交換し交通機関等で使える。

利用

タクシー事業者の一部及ぴ船舶は新しいIC力ードを導

入しないため、利用券による助成を継続。

10力ード導入周知用印刷物(広報ながさき、ポスター、パンフレット)作成a,658千円)【拡大】

利用券印刷(2,123千円)、利用券引換用ハガキ印刷(611千円)、消耗品費(266 千円)

工役務費 13,711千円

に応じた助成ポイントを付与する。(年度

備考

※電子マネー・ーカード内に記録された金銭的価値の二と。



オ委託料

IC力ード導入システム構築委託(42,958千円)【拡大】

IC力ード導入説明会実施※・準備業務委託(9,831千円)【拡大】

利用券交付業務委託(4,878 千円)、利用券回収業務委託(4,498 千円)

※説明会は67小学校区で実施し、地域コミュニティ連絡協議会、老人クラブ、高齢者ふれあいサロン等

については希望に応じて実施する。

力扶助費 3能,174千円

62,165 千円

交通助成費(388,174 千円)

キ.その他費用 11千円

4 事業費比較(見込)

事務費(経常的経費XA)

区分

システム構築

周知・広報費

システム維持費

千円

363,216

小き十(B)

扶助費(C)

令和2年度①

合計(A十B+C)

5 平成30年度利用券種別交付実績

18β69 千円

42,9舶千円

利用券の種類

20,011 千円

令和3年度見込②

交付人数

62,969 千円

割

6 財源内訳

3部,174 千円

フ,994 干円

470,012 千円

バス・賀車

事業費

差額(②一①)

5,620 千円

37,682 人

5,620 千円

千円

470,012

※1

※2

401,022 干円

△10,875 千円

46.8%

414,636 千円

過疎債・・総事業費X3.620%(過疎地域交付率) X充当率100%(交付税措置率'70%)

いきいき長寿社会基金・一扶助費を除く事業費(他財源充当後)へ充当

国庫支出金

△42,9能千円

タクシー

△20,011 千円

42,548 人

5,620 千円

千円

△57,349 千円

52.9%

県支出金

12,848 千円

財

船舶

△55,376 干円

千円

源

277 人

地方債却

0.3%

内

合計

千円

17,000

訳

80,507 人

その他地

100%

千円

89,796

22

一般財源
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1 力ード導入イメージ図

海N*む゛ー.1^^、、^゛゛区

、-1"5・-1,1,1キ,'、、1'4

更E

交付場所

市指定窓口

地域センター

郵便局

※1 対象者が購入(チャージ)した力ードを交通機関で利用した後に、利用実績分だけ付与する。

23

導入時期

20か所

76か所

、

令和元年9月

本人が所有する IC力ード1枚を市へ登録

(初年度のみ)

交通事業者窓口

繍摺
帥、

シ,_ー

令和3年4月以降

令和2年3月

交通機関を利用するたぴに、助成ポイントを付

与する。(1 ポイント=1円)却

令和2年6月

④力ード情報/対象者情報登録

義伽
⑦ボイ
^^

◆幽

②発行

①購入

ー・一会曾
"剥"

1-1⑩ボイント交換利用者
1,,1 '

市役所

⑤承認す
゛
す
゛
1 ③申請
i

す

ポイント交換機

多

2

IC力ード方式

資料

ント付与情報

ーー.

10力ードを導入する交通事業者

交通事業者窓口又はポイント交換機

エヌタス 16か所

ニモカ 9か所十α(各事業者増設分)

交通事業者
のシステム

〕 1

ICガヤド名称

^^^^

利用履歴

付与結果提供

1 、,'^^

1
圏

エヌタスT力ード

,

^^^■^

ナガサキ

n日宮asaki

3 助成方法の比較

モカ^

nlrno0白

長崎バス、さいかい交通

タクシー共同集金繍のNTネットワークサービス加盟タクシー

⑥ノ

長崎電気軌道

長崎県営バス

導入する交通事業者

申請方法

⑥利用履歴

⑧ボイント付与

市指定窓口へ利用券交換はがきを持参

し、利用券全額分の綴りを受け取る。

(毎年)

交付時期

利用券交付方式

現行

4~ 12月(地域センター)

4~5月(郵便局)

⑥
⑨



4 交通利用券とIC力ードの比較

整理券・利用券・差額運賃必要。

交通利用券

小銭の用意や両替が必要。

(転倒等の危険)

利用券の束を切り取って使用。

(持ち運ぴしにくい)

毎年、引換ハガキをもって、利用券を

受け取り1こ行く必要がある。

再発行できない。

(紛失・盗難時の再発行はできない)

支払が早い

支払が簡単

いつどこに行ったか分からない。

カードリーダーにかざすだけ。

5 導入スケジュール【令和2年度】

かさぱらない

IC力ード

小銭や両替は不要。

(支払い時に安全)

手続きが楽

カード件文で済む。

(持ち運びしやすい)

システム関係

システム構築

区

再発行できる

初年度に登録すれぱ、自動で助成ボイントを受

取れる。

分

利用履歴が

見える

記名式力ードなら再発行できる。

(紛失・盗難時は利用停止手続きができ、第三

者使用りスクが減)

、

システム保守

2 地域への説明会

広報ながさき、ラフオ、TVでの
周知

4月

利用履歴をホームページやアプリで照会できた

り、ポイント交換機や窓口で印字ができる。

5月

地域説明会

6月

希望者向け説明会
(自治会、老人クラブ等)

3

7月

カード看号豊録手続き

申請者からの手続き

8月

令和2年度

4

9月

新しいIC力ードの導入

10月 11月 12月 1月 2月

3年度

3月 4月

^

24
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6 ボイントの交換場所

25

1

Nd

長崎バス

新地ターミナル

1ンゞ。1,1,t土ヌタス T,カード

2

3

4

武

い

ココウオーク 1階

5

ココウオーク2階

6

桜の里営業所

/、

、

7

柳営業所

q ' 1

8

支

松ケ枝営業所

イ

9

神の島営業所

10

里

大橋営業所

モ

11

ダイヤランド営業所

新地町

所0在'地

12

東長崎営業所

茂里町

十八銀行

本店

13

時津営業所

茂里町

14

さくらの里3丁目

15

小ケ倉3丁目

浜屋プレイガイド

北支店

16

松が枝町

長崎バス観光本社

神ノ島町1丁目

さいかい交通本社

油木町

ダイヤランド4丁目

NO

平問町

時津町

銅座町

長崎県営バス

長崎ターミナル

2

大黒町

3

ナガサキ.

na宮asaki

施設名

浜町

4

矢上営業所

滑石4丁目

5

長与営業所

西海市大瀬戸町

6

モカ丹

nlmoca

諌早ターミナル

光町

長崎電気軌道

浦上車庫営業所

大村ターミナル

7

8

9

蛍茶屋営業所

九州急行バス長崎支社

西浜町販売所

大黒町

所在地

田中町

長与町

諌早市永昌東町

大村市東三城町

大橋町

中川 27'目

西浜町

名設
、
リ
 
q威

憂
F

イ
゛


